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され,市 場競争にさらされる時代 とな った。2009年の大学全入時代を目前にし,各大学は顧客で
ある学生を獲得するために,様 々な改革や価値を高める活動をしていかなければな らない。それは
企業が顧客にとって魅力のあ る商品を開発 し,市 場に投入 していかなければならないことと本質的
には同じことである。魅 力あ るカ リキュラムの構築,授 業の質の改善,大 学の個性や特色づ くりな
どの活動が考 えられるが,そ の一つの方法 としてFD活 動を挙げることができる。
近年,日 本の大学界において もrFD」やrSD」 という言葉が浸透 してきた。FDと はFaculty
Developmentの略語であ り,こ れは大学教授 ・教員(団)の 開発を意味 している。SDとはStaff
Developmentの略語であ り,こ れは大学の非教育系職員の開発を意味している1。更に大学審議会
が平成10年10月に 『21世紀 の大学像 と今後の改革方策について一競争的環境の中で個性が輝 く大
学一(答 申)』を出し,その 中で 「各大学は,個 々の教員の教育内容 ・方法の改善のため,全 学的
にあるいは学部 ・学科全体で,そ れぞれの大学等の理念 ・目標や教育内容 ・方法について組織的な
研究 ・研修(フ ァカルティ ・ディベ ロップメソ ト)の実施に努めるもの とする旨を大学設置基準に
おいて明確にすることが必要 である2」と述べている。
日本では,形 式こそ各大学 や学部 によって異なるものの,上 記のように一般的にFDと いう概念
が浸透してきている。それで は,諸 外国の状況はどのようなものなのか。広島大学 ・大学教育セン
ターの喜多村和之,馬 越徹両 氏の調査研究3'4によると,イギ リス,ア メ リカ,オ ランダ,西 ドイ
ツ,デ ンマーク,ソ連,東 ドイツな どの ヨーロッパ諸国,更 には韓国,タ イ,イン ドネシア,シ ン
ガポLル などでFDが 実施されてい るとい う。 また1991年には有本章氏を中心 とした研究グルー
プが,ア メリカ合衆国,イ ギ リス,ド イツ(旧 西 ドイツ),フランス,韓 国,タ イ,中 国を対象 と






そこで本稿では,FDが 登場するに至 った背景や要因についてFD先 進国であるアメリカとイギ








アメリカにおけるPDFは,1810年にハーバー ド大学で開始 された 「学問研究のための有給休暇
制度」や 「学会出席のための補助金」など,古 くから数多くの大学が実施していた諸活動を指す も
のであった。 しかし1970年代以降,PDF活動が拡大 し,従来のような大学教師の学問研究の促進
と結びついた活動 に加えて,教 育改善のための諸活動等を含む,よ り広範な活動へ と発展していっ













高等教育の大衆化を三段階に分け,そ の第1段 階を 「学生数の増大の時点」,第2段階を 「大衆化
のッケへの対応」 としたうえで,FD活動の契機 を,第3段 階における学生人口の減少,大 学淘汰





たが,結 局その現象は食い止められず,大学の教職員を維持することも期待できず,新 規採用 も困
難な状況へ と進んで しまった。教職員の中でも教授団 という組織に焦点をあてて考 えてみると,平










こでいうStaffとは大学教員だけでな く,大学職員 も含まれるものである。つま り,アメリカでは
development活動の力点が大学教員に対 して,よ り強 く置かれているが,イ ギ リスでのdevelop-
ment活動はもっと広 く学部を捉えているもの と考えられる。近年 日本では,SDを も包含するFD
として捉える考え方 と,教授団などの教育系職員に活動の対象を設定するものをFD,非教育系職
員に活動の対象を設定するものをSDと して線引きする考え方もある13。
イギ リスにおいてはそのSD活 動登場の契機 となったのは,1960年代である。1940年代から,
大学教員任用の問題 と関係して大学教員の資質の向上問題が論議されてきた経緯を持つが,直 接的
には1960年代の高等教育の量的拡大の影響を受けた。高等教育の質的低下 という危機に直面 し,
それを克服する方策の一つとして大学教員の教授能力,研 究能力,管 理運営能力の開発 ・向上を
目的 としてSDが 登場 した14。1963年にロビンス報告が公表 され,そ の翌年 に大学補助委員会
(UGC)によって 「大学教授法(UniversityTeachingMethod)」という題名のヘ イル報告書が公
表された。このヘイル報告書によって,各 地の大学に高等教育センターやユニット(組織)が 次々
と設置され,大 学教育の内容 ・方法改善のための活動を開始 した15。イギ リスにおいては,大 衆化
の段階の10年以前にすでに,大 学教育の質の維持 ・向上に関する報告書が公表され,そ の活動が







ナー ・ハウスの定義 と有本章氏の定義,お よび大学審議会の定義を考察の対象とする18。
大学セミナー ・ハウス(1995)の広義の定義19は,「①大学の自己評価機能の開発,② 個人と組
織の研究機能の開発,③ 個人 と組織の教育機能の開発(大 学教育研修),④教員人事機能の適正化
の実現(大 学教員評価),⑤管理運営機能(マ ネジメント能力)(p.146)」とされている。
これに対し,有本章氏(1997)は大学セミナー ・ハウスの定義 と重複 しながらも,FD制度の主
たる構成要素を知識 と大学組織体 と大学教授職だとして,FDを定義している20。
rFD(あるいはSD==FacultyDevelopment/StuffDevelopmentの翻訳概念)は,知 識=専 門分野
を素材に成 り立つ学問の府 としての大学制度の理念 ・目的 ・役割を実現するために必要な 『教授団
の資質改善』または 『教授団の資質開発』を意味する(p.6)」
広義には 「研究,教 育,社 会的サービス,管理運営の各側面の機能の開発であ り,それらを包括す
る組織体 と教授職の両方の自己点検 ・評価を含む(p.6)」,狭義のFDに 関しては,主 に諸機能の




たFD」を,横 軸には 「組織のセクション(section)に即 した教育の水平化に対応したFD」を必
要 とするということである。縦軸が意味するものは,学士,修 士,博士 といった段階のそれぞれに
呼応 したFDの 必要性であ り,横軸が意味するものは,経 営学,経 済学,自 然科学,文 学,教 育
学,法 学 といった学問分化に即 したFDの 必要性である。そしてFDの 構成要素に 「知識」がある
ことから,この縦軸 と横軸の交差を超えた領域に成立する教育に関するFDも欠かせないものとな
る。
大学審議会の答申(1998)では,上述 したように 「個 々の教員の教育内容 ・方法の改善のため,
全学的にあるいは学部 ・学科全体で,そ れぞれの大学等の理念 ・目標や教育内容 ・方法について組
織的な研究 ・研修」のことをFDと している。
大学は学問発展による社会貢献を目的 ・役割 とする経営体である。研究によって新 しいモノを発
見し,教育という形でそれを学生に伝達し,社会的サービスを追及するという形で応用する営みを






ービスなどの種種の活動を展開する。大学 という組織体の活動は,知 識が有する機能の 「発明 ・発
見」,「伝達」,「応用」といった側面 と密接に関わりあって遂行される。
新たな研究分野,独創的分野を開拓することは知識の 「発見」であ り,大学は研究 という活動 を
通 してこれを行 う。 この視点から切 り取ったものが研究組織 としての側面である。
確立された学問の内容や教員個 々の研究による成果を学生に伝達するということが 「教育」 とい
う活動によって行われる。専門分野に即した専門教育,教 養的教育,市 民教育などの形態が考えら
れる。 この 「教育」という視点から切 り取ったものが教育組織である。知識の 「応用」 という側面
を担 うのが社会的サービスの提供活動である。社会への専門的知識の活用,社 会的批判,啓 蒙など
の活動である。大学を事業という観点から考えた時の社会的貢献を果たす活動 と言える。 この視点
から見れば,大 学はサービス組織 としての側面を持つことになる。
本来,研 究と教育は相互に密接に関連し合うものであるにもかかわ らず,現実には研究 と教育が
乖離 し,共有する領域の範囲が狭まっている。研究は論理的必然 として細分化,個 別化がなされる
ことを活動の性質に内包している。教育はその分解作用に対 して,専 門分野間の架橋 とな り,融合





そのために知識を機軸 とした観点からの研究,教 育,社 会的サービスという諸活動を横断的に有
機的に統合してい くことが必要となる。そこで各活動を遂行する組織を統制,調 整,統 合する機能
として管理運営機能が重要となるが,同 時にその組織体の外部社会の変化への適応,あ るいは変化
からの遅滞や時代錯誤を克服するための適切な管理運営が作用する必要がある22。
大学 という経営体が自己維持を遂行しようとすれば,す なわちそれは知識の諸機能や各 レベルの
組織内部,組 織間の統制,調 整,統 合が求められるわけであ り,その直接的な役割は管理運営に見
出されるものの,制 度的期待の直接的な担い手 となるのが大学人であ り,大学教員である。そして
その期待の遂行がFD活動なのである(図1)。
以上のような構造 ・機能を持つのがFD活 動であるがゆえに,当 然の帰結 としてその主たる担 い
手 となる教員の資質改善 という問題がFD方 法論の根幹を成 して くるのである。その資質改善を推
進するためには,① 広義のFDを 意識 しながら狭義のFDへ 主力を注ぐ,②教員の学識観を教育改
革の視座から再検討する,③教員評価の改善(初 任者研修,現 任者を対象 とした研修 ・再研修 ・ワ
ークシ ョップ等を含む),④教員の処遇 ・褒章システムの見直 し,⑤教員養成の改善,⑥ 教員人事
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1987年に戒厳 令が解除 され て以来,十 数年 間の間 に台湾の大学 教育 は大 き く変化 して きた。 四
年 制大 学 や独立学 院の学校 数が急速 に増 加 した のであ る。現在 の総計は142校にのぼ る24。台湾 に
おいて 高 等教 育が包含す る ものを大別 す ると,専 科学校25,独立 学院26,大学(大 学 院を含 む)27に
な る。 この3形 態 は一 般的 に専 科学校 と大学院 校に分 けて考 え られ,独 立学院 を大 学院校側 に含
め る。 本 稿で対象 とす るのは後者の大学院校 であ る。
MartinTrow(1973)28の分類 に よれば,高 等教 育人 口数 が18歳か ら21歳までの年齢層 の15%以
下 で あ る段階 を"elitehighereducation",15%以上50%未 満の段階 を"masshighereducation",
50%以上 に達 した段階 を"universalhighereducation"と呼ぶ。1988年の時点 で台湾 の高等教育人
口にお け るその数値 は15%を下 回 って いたが,大 学 の学部設置 の増加 や各種独立学 院の増 加,学
院の大 学 への改組,新 設大学 の増 加な どが原因 とな って1998年には高等 教育人 口におけ る18歳か
ら21歳ま での人 口が占め る割合 が33%に達 した29。
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3-2.高等教育が抱える問題30
1994年に新大学法が公布 ・施行され,「学術 自由」・「大学 自主」・「教授治校」・「学生 自治」の精
神が掲示されたが,同 時に多 くの制度を生み出したために妥当性に欠けるといった情況にも陥 るこ
ととなった。前述 したように,台湾では1990年代半ばはすでにMartinTrowの言う"masshigher
education"つまり 「大衆教育」の段階に達 して お り,同 時に以下の ような問題をも生 じたのであ
る。
一つは資源の有効な運用ができないことである。大学や独立学院が発展する中で,「多い」こと
が良いこととみなされ,沢 山の 「中小型」高等教 育機関が出現し,こ れに加えてほ とんど全ての学
校が総合大学への拡充を企図 し,資金等の資源の浪費 とい った状況が形成されたのである。
二つ目は機能の重複である。台湾の一般の人 々は研究型大学へ発展することは学術地位を高める
ことであ り,それは社会上尊崇なものであると考 えていた。そのために各大学は研究型総合大学を
志向し,その結果教員(人 材)の タイプ ・施設設 備な どが重複することになる。ひいては教育型大
学をよしとしないような意見が構成されて しまい,各 大学 の機能が重複し,特色が現れな くなった
のである。
三つ目には,世界 レベルの大学が欠乏するとい う問題である。高等教育資源が日に日に減少 して
いるという状況の中で,教育行政機関は依然 として公平の原則を採用 し続けてお り,頭数で資源を
分配 しているのである。確かにこの方式ならば,各 大学に一定の資源が分配されるが,卓 越 した高
等教育の品質を追及 し維持することは難しく,世界的レベルの大学が生まれにくくなるという問題
を生 じさせた。
そのほかにも新時代への対応 という面でも問題 を抱えている。新技術の発見 ・開発やイノベーシ
ョンを起こす能力は個人,企 業,ひ いては国家の発展の重要な基盤である。大学 というのはまさに
その新技術や新知識の源泉である。このような時代だか らこそ,台 湾の有識者の間では,各 大学の
役割や教育体系を分化しようという考えがある。18歳か ら20歳代の学生のみな らず,互 いに背景
を異にした様々な年齢層の人々が学生 として入学 して くる時代である。彼 らの大学における目的や










ンスモデル」,「イギ リスモデル」,「ア メリカモデル」 に分けて捉えている(Vught,1994;Har・












評価が実施された。現在,教 育部の 「大学総合評鑑」や 「私立大学校務発展執行成効審査」 といっ
た評価機構が大学評価を実施している。 しかし大学評価 とは何を評価の対象とするのか,評 価機関
の妥当性はあるのか,教 育の品質維持 ・向上に効果があるのかといった疑問が,評 価の基準があい
まいなために依然として残る情況である。そして教育部だけでな く,遠見雑誌,天 下雑誌などの各
雑誌 もまた独自の指標を用いて,大学評価を行っている36。
4.台 湾 にお けるrFD」活動
4-1.FD活動に対する認識
FDは前述 したようにアメリカで出現した制度であるが,台 湾においてこのような制度の必要性




大学の教授,助 教授,講 師をランダムに選んでアンケー ト用紙を送付 し,800枚中424枚の回答を
得た(iiペー ジ)。このアンケー トの項目を大別すると,①授業スキルに対する認知,②FDに 対
する認知,③ 教師のFD計 画の各項 目に対する要求,の3方 面になる。 ここで注意 しなければなら
ないのが,斯 定國氏の研究における用語の使い方である。FDと ともにIDという用語が使用され
ている。IDとはInstructionalDevelopmentの略語であ り,「教学38発展」 と訳されている。FDは
「教師発展」 と訳されてお り,FDを包括的な活動,IDを教授団の資質改善 ・開発 というFD主 目
的部分の中の,授 業の質 ・教授方法の改善 と発展 という限られた範囲内に適用する用語 として認識
していると考えられる。
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この調査の結果,FD或 いはIDといった用語は台湾の大学人の間ではほ とんど知 られていない
ことが明 らかになった(38～39ページ)。大部分の教師が講義形式のみによる教授方法をとってお
り,メディア機器を利用しているものは少ない。教師たちは研究 と授業を同様に重視 しているもの
の,研 究により多 くの時間を割いている。 しかしながらFDが 教室内における教授方法に効果があ
ることを強 く期待 しており,た とえ用語を熟知 していな くとも,FDの重要性を肯定 している。更
にキャンパス内にFDを 推進する中心的機構を設置 して各種の活動を実施してい くことを必要 とし
てお り(38ペー ジ),教師が授業の領域の中で専門性を更に発展 させるために,FDの計画は不可
欠なものとして考えているのである(iiペー ジ)。
4-2.長庚技術學院の 「教學評量」
長庚技術學院39では,最 終授業時に 「教學評量」 と呼ばれる,学生による授業評価が実施されて
いる。質問される項 目は大別すると11項目ある(表1)。更に実際に使用されている用紙の下部 に
は12番目の質問 として 「この授業で,授 業内容以外に学んだ ことはあるか」 との項 目がある。 こ
の項 目には更に細か く16個の質問があ り,複数回答可 となっているが,こ こではその詳細は割愛





















01.授業の目標が明確かつ具体的である。 人 人 人 人 人
02.授業の内容は充実 している。 人 人 人 人 人
03.授業の進度が適切である。 人 人 人 人 人
04.単元ごとの時間配分が適切である。 人 人 人 人 人
05.教授方法,例 えば講義やグループディスカッ
シ ョンが学習の助けとなっている。 人 人 人 人 人
06.試験及び宿題は学習の助けとなっている。 人 人 人 人 人
07.教材及び参考書や資料がよく準備されている。 人 人 人 人 人
08.授業の内容に対して興味が高まる。 人 人 人 人 人
09.君の授業への参加態度は真面 目であったか。 人 人 人 人 人
10.この授業における君の成績は良好だと思うか。 人 人 人 人 人









問に対して,C氏 は 「教學評量」の結果を非常に重視していると回答 した。 自分の授業に足 りない
部分,不 十分である点を反省し次年度に生か してい くということを強 く考えているようである。













について教師側 と学生側の意識を調査 した毛郁委氏(2000)の研究がある43。興味深いのは,学 生
による授業評価の信頼性について 「非常 に信頼で きる」と回答した教員がいないということであ
る。「だいたい信頼できる」が55.8%,「多少は信頼できる」が36.4%であった。また授業評価をす
る学生の意見の客観性については,「客観的である」及び 「非常に客観的である」が41.6%,「客観
的でない」及び 「全 く客観的でない」が44.2%であ り(183ページ),意見が完全に分かれている
だけでな く,多 くの教員が学生の回答に信頼を持っていないことがわかる。
また学生側も授業評価について 「真面 目に回答 し記入している」が過半数を超えているものの,
83.3%がこの制度について 「重視していない」及び 「全く重視 していない」 と回答 している(185
ページ)。92.2%の教師が 「學生評鑑教師教學」の結果を学生の成績に反映させることはないとし
ているが,学 生側の約半数は 自分の成績に影響を与えることを心配 している(188ペー ジ)。これ
はアンケー トの実施形式そのものにも原因がある。國立曇北師範學院では期中 と期末の2回 に渡
って,こ の学生による授業評価を実施 している。期末のものに関しては,ア ンケー ト結果は教務課
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に送 られ,そ こでコンピューター処理 されたものが個々の教員に渡される。 しかし期中に行われる
ものは,ア ンケー トの用紙ごと直接教員に渡される(191ペー ジ)の で,学 生側は懸念を抱 くもの
と考えられる。この ことが,ア ンケー トの回収率の低さにも結びついている。教員側は学生の意見
に対 して客観性がないことを感じているために,結果を自身にフィー ドバ ックさせようという意識
が弱 くな りかねない。学生側は自分の成績へのマイナスの影響を憂慮 していることから,自然に回
答にもその影響が現れる結果 となる。また教師 と学生の関係における 「情緒」的な部分 も回答に影







のプライベー トを守るために,結 果を公表することは求めていない(193ペー ジ)。ゆえに,教 員




とが求められる。講義への参加態度,学 習の姿勢,と いったものにも責任がある。アンケー トにも
真面 目に取 り組まなければ,客 観性は失われ,教 員に不信感を与える,と いった負の循環に入 り込
むことになる。
以上のことから,この制度を真に機能するものにするためには,実 施主体による十分な説明 と参





















ているものの,大 学内部か らの活動であるFD活動は,狭 義のFDで ある授業評価さえ十分に機能
しているとは言いがたい。それを実施する大前提の教員 と学生の意識の溝は深 く,相互の意識の統
合が必要 となる。学生のFDに 対する意識の持ちようと,教員のFDへ の信頼性を高めるために,
FDを推進する機構の整備 と大学経営における位置づけの明確化,更 には制度化が求められる。
以上の ことから台湾におけるFD活 動は,か ぎ括弧付 きのrFD」であり,萌芽期にあると言え
よう。
5-2.今後の研究課題






mentが教授団という組織に還ったときに,イ ンターアクシ ョンを起こすことが果た して可能であ
るのか。
K.E.Weickは,組織 と環境 との関わ り合いにおいて新 しい見方を提示 している46。「環境は組
織が自ら創 り出すものであ り,その創 り出した環境に対 して組織が適応する」 と主張 してお り,そ
の創 り出した環境のことを 「実現された環境(enactedenvironment)」と呼んでおり,外部環境な
どの概念 と区別 している。これをFD活 動にあてはめるならば,社 会的環境要因によって大学が変
革するのではな く,FD活動を規範化 し制度化 して機能 させることに,大学経営の改善 と向上の可
能性を見出せはしないだろうか。





コミュニケーシ ョンやインターアクシ ョンを通 じて行われるものだ ということだ。この観点か ら
FD活動にアプローチを試みることはできないか。これらのFD活 動に対する組織論的検討を今後
の研究課題 としたい。
参 考 文 献 お よび 注
1孫 福 弘 「SDの理 論 と実 践 ～ ア ドミニ ス ト レー ター の 開 発 ・育 成 を 中 心 に～ 」 『大 学 と学 生 』2003年7月7
ペ ー ジ
2大 学 審 議 会 『21世紀 の 大 学 像 と今 後 の 改 革 方 策 に つ い て 一 競 争 的 環 境 の 中 で 個 性 が輝 く大 学 一(答 申)』
1998年10月53ペー ジ
3喜 多 村 和 之 ,馬 越 徹 編 訳(1982)『大 学 教 授 法 入 門 一 大 学 教 育 の 原 理 と方 法 』 玉 川 大 学 出 版 部(Univ.of
London.TeachingMethodUnit,ImprovingTeachinginHigherEducation1976,Univ.ofLondon)
4喜 多 村 和 之(1982)「大 学 に お け る 教 育 機 能 に つ い て－Teachingとカ リキ ュラ ム に関 す る比 較 的 考 察 」 『大
学 論 集 』 第11集103～122ペ ー ジ
5有 本 軍 縮(1991)「諸 外 国 のFD/SDに 関 す る比 較 研 究 」 『高 等 教 育 研 究 叢 書12』広 島大 学 ・大 学 教 育 研 究 セ
ン ター
6台 湾 は ,中 華 民 国 が 国 連 を脱 退 して 以 来,国 際 的 に は国 で は な く地 域 と して 扱 われ て い る が,そ の 見 方 は現




8関 正 夫(1986)「FacultyDevelopmentに関 す る一 考 察一 英 ・米 の場 合 」 『一 般 教 育 学 会 誌 』 第8巻 第1号
60～61ペー ジ
9有 本章 編(1991),前掲 書,109ペー ジ
10B.ClaudeMathis(1982),前掲 書
11有本 章 編(1991),前 掲 書,109ペ ー ジ
12関正 夫(1986),前 掲 書,61ペ ー ジ
13孫福 弘(2003),前 掲 書
14有本 章(1991),前 掲 書,109ペー ジ
15馬越 徹(1981)「英 国 にお け る大 学 教 員 教 育(StuffDevelopmentinUniversities)の展 開」 『高 等 教 育 研 究 紀
要 』 第2号13～27ペ ー ジ
16関正 夫(1986),前 掲 書,61ペ ー ジ
17有本章(1991),前 掲 書,111ペー ジ
18先述 の よ う に,台 湾 は 大 学 経 営 やFD活 動 の モ デ ル を 日本 に 求 め て い る ふ し が あ る。 そ の た め,本 稿 で は
FD活 動 の 定 義 を 日本 の もの に 限 っ て考 察 の 対 象 と した 。B本 に お け るFD活 動 の 定 義登 場 の 背 景 や そ の 特
殊 性 に つ い て は,今 後 の 研 究 に譲 る こ とにす る。
19大学 セ ミナ ー ・ハ ウス 編(1995)『続 大 学 は変 わ る一 大 学 教 員 懇親 会10年の軌 跡 』 国際 書 院146ペ ー ジ
20有本 章(1997)「FDの 構 造 と機 能 に関 す る専 門分 野 の 視 点 」 『大 学 論 集 』 広 島 大 学 ・大 学 教 育 セ ン タ ー6
～7ペ ー ジ
21有本 章(1997)前掲 書 ,4ペ ー ジ
22有本 章(1997)前 掲書 ,5ペ ー ジ
23有本 章(1998)「学 部 教 育 とフ ァ カル テ ィ ・デ ィベ ロ プ メン ト」 『高 等 教 育 ジ ャー ナ ル』 北 海 道 大 学,79ペ ー
ジ
24台湾 教 育 部HPhttp://www.edu.tw/EDU_WEB/EDU_MGT/STATISTICS/EDU7220001/service/sts4一
一214一
4.htm2004年4月11日ア ク セ ス
25専科 学 校 には5年 制 ・3年制 ・2年制 が あ り,薬 学 や 獣 医 学 な ど は 更 に 多 くの 年 数 が 設 け ら れ て い る。 日本
の 専 門学 校 と似 て い る 。
26独立 学院 に は2年 制 ・4年制 の 技 術 学 院 な どが あ り,2年 制 は 専 科 学 校 の 卒 業 生 な ど を対 象 と して い る。
27一般 の学 部 は4年 制 だ が,師 範 学 校 や建 築 学 科 は5年 制,歯 学 部 は6年 制,医 学 部 は7年 制 を と る。 その 他
に 学 士課 程 後 の 医 学部 もあ る。 大学 院 は 修 士 課 程 と博 士 課 程 が あ る。
28MartinTrow(1973)ProblemsintheTransitionfromElitetoMassHigherEducation、Carnegr'eCommiSsion
on、HigherEduαation.BerkeleyCA.ERICNO.(9thED,1983)
29陳維 昭(2001)「當 前 我 國 大學 教 育 的 問 題 與 劃 策 」 『新 世 紀 大 學 教 育 』 前 衛 ,130ペー ジ
30陳維 昭(2001)前掲 書 ,130～131ペー ジ
31王囲 碁撰(1998)「大學 枝 院教 育 學程 自我 評 鑑 模 式 之 研 究 」 國 科 會 微 縮 小 組 ,1ペ ー ジ
32蘇錦 麗(1995)『大 學學 門 評鑑 試 競 計 書 成 敷 評 佑 之 研 究 』 師 大 書 苑 出版 稜 行 ,師 苑 経i錆
33フラ ン ス ,ド イ ツ,香 港,ニ ュー ジ ー ラ ン ドの 形 態 が あ るが,こ こで は 詳 細 に つ い て は割 愛 す る。
34蘇錦 麗(1995),前 掲書,21～22ペ ー ジ
35台湾 教育 部HPhttp://www.high.edu.tw/01/01,htm2004年4月13日ア ク セ ス
36林文 藝(2001)「犬 蓼 的理 念 ・教 育 品 質 與 大 學 評 鑑 制 度 」 『新 世 紀 大 學 教 育 』 前 衛
37斯定 國主 持(1994)「大 學 教 師対 数學 襲 展 的 認 識 典 籍 求(Aninvestigationoffaculty'sneedforinstructional
developmenteng)」國科 會 微 縮 小組
銘 「教学 」 とは 授 業 や 教 授(方 法)を 意 味 す る言 葉 で あ る。
39学校 の沿 革 に つ い て はhttp://www.cgit.edu.tw/を参 照 さ れ た い。
40この表 は ,実 際 に長 庚 技 術 學 院 で使 用 さ れ て い る もの を も とに,筆 者 が 邦 訳 して 作 成 した もの で あ る。
41筆者 は2004年3月12～17日に訪 台 し ,長 庚 技 術 學 院 の 助 教 授C氏 に 聞 き取 り調 査 を 行 った 。C氏 か らは 当
学 院 で実 施 さ れ て い る 「教 學 評 量 」 の用 紙 の提 供 を 受 け た ほ か,今 回 の研 究 に 対 して 様 々な 助 言 を い た だ い
た。 また 台湾 での 文 献 調 査 で は,彰 化 大 学 の 助 教 授C氏 及 び 氏 の 学 生 か ら多 大 な協 力 を得 た。 こ こで 感謝 の
意 を述 べ た い。
42筆者 の 帰 国 の後 ,C氏 が 最 新 の 動 きを 知 ら せ て くれ た 。 当校 で は 従 来 の 制 度 に 若 干 の 変 革 を進 め て い る。
「時 効性 」 と い う も の を 追 求 し,従 来 は ア ン ケ ー ト用 紙 に は教 師 が サ イン して か ら教 務 部 に 提 出 し て い た の
だ が,そ れ を必 要 とせ ず に 直 接 教 務 部 に送 られ る こ とに な った よ う で あ る。 学 校 側 は この 種 の 調 査 に,学 生
か ら上 が っ て くる意 見 の 客 観 性 や 公 正 性 とい う もの を 確 保 し よ う と,徐 々 に 動 き出 した もの と考 え ら れ る。
43毛郁 愛(2000)「大 學 實 施 『學 生 評 鑑 教 師教 學 』 之 研 究:以 國 立 墓 北 師 範 學 院 為 例 」 國 科 會 微 縮 小 組
44日本 の 文 部 科 学 省 事 務 次 官 に相 当す る。
45明海 大 学HPhttp:〃www.meikai.ac.jp/info㎜ation/news/200212/03.html2004年2月24日ア ク セ ス
46K.E.Weick(1979)TheSocialPsychologyofOrganizingMass.:AddisonWesley(金児 暁 嗣 訳 『組 織 化 の心 理
学 』 誠 信 書 房1980)
47RalphD.Stacey(2001)ComplexResponsiveProcessesinOrganizationsLeamingandlenowledgecreationROUT・
LEDGE
48RalphD.Stacey(2001),前掲 書,226ペ ー ジ
一215一
